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概要

　本研究は、事例研究と実践の２つに分かれている。

　まず、事例研究として、現在全国にある強いブランド力のある生鮮食品や機能性表示生鮮食品につ

いて現地に赴きヒアリングを行った。ヒアリングの内容から、どのような行動や要素が農産物のマー

ケティングを進めていく上で、マーケティング視点および農業を持続的に行う視点においても、利益

がもたらされるために必要なのか、考察を試みたものである。

　実践部分は、2019年度から続けている、筆者の研究である社会を変えていくことが可能なマーケティ

ングに関する研究（竹内2019；竹内2020b）で得られた知見をもとに、ゼミナール活動を通じて産官

学連携PBL（Project Based Learning、課題解決型学習）に関するものである。前者の事例研究の結

果を反映しつつ、実践として、2021年度まで行ってきた県内農業従事者のマーケティング活動支援を

継続して行った。

　その結果をまたフィードバックしたうえで、農業従事者とだけでなく、他の地域事業者とも共に「鳥

取」というブランドを創り上げる第一歩を歩むことを目指すものである。

１．「社会を変える」マーケティングⅰとプロジェクト・ヘルシュ

　本研究では、「社会を変える」マーケティングとして、マーケティングの考え方そのものを用いて

の構造や組織規範の変革にあるマーケティングを示している。竹内（2020b）では、社会的大義を訴

求するためには、ただそれだけを追求するのではなく、事業性を果たしていくほうがより良い結果を

得られるということになると説明した。それは、そもそものマーケティングそのものが、歴史的に成

し遂げてきた役割を大切にすることこそが、社会的大義の訴求には良い影響を与えるということを示

唆している。

　この結論を実践に用いているのが、３年生の竹内ゼミナールの実践する「プロジェクト・ヘルシュ

（project healsch、以下ヘルシュ）」である。ヘルシュは、竹内ゼミナール３年生が2019年の夏よりスター

トした、公立鳥取環境大学が抱える問題（地元における知名度の低さ、経営学部への積極的理由から

の入学の少なさ）を解決すると同時に、シカの獣害問題（農作物・鉄道ダイヤへの被害の甚大さ、ジ

ビエとしての利用が進まないこと）の解決を図り、それ自体によって、鳥取県自体の魅力作りへと繋

げていく活動である。

　元々はシカ肉をジビエとして、適切なターゲットに対して美味しく美しい料理として提供していく

ことで、大学の名前、鳥取県をマーケティングするだけでなく、シカの獣害問題の解決を図っていく

というものである。ヘルシュとは、ドイツ語でシカを意味している「hirsch」と英語の「health」を

組み合わせた造語であり、シカを食べて健康になってほしいという願いがこもっている。

農業従事者と地域事業者とのマーケティングによる価値共創
－「鳥取」というブランドづくりを目指して－

経営学部経営学科　　竹　内　由　佳
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１．１．2021年プロジェクト・ヘルシュの活動について

　2021年度の活動を第３期ヘルシュの活動とすると、そこで行われた活動は以下の表１の通りである。

①　有限会社田中農場（以下、田中農場）との取組

　→黒豆茶と味噌の販売促進支援（パッケージ変更やPR）。その両方の商品の販売促進のために、

環境学部の山本先生の成分分析の結果をどのように「田中農場」というブランドの販売促進に用

いていくのかが課題。

　また、販売促進のための他企業とのコラボレーションを検討。

＜取組内容＞

味噌

　・株式会社サンマート（以下、サンマート）において田中農場の味噌を用いた中食の販売。

　→先に、学内において味噌や食品の購買に関するヒアリング調査を実施。

　→ヒアリング調査の結果を反映して、動画やPOPの作成を行う。

黒豆茶

　こちらについては、具体的に活動を行っていない。

②　有限会社北村きのこ園（以下、北村きのこ園）との取組

　→エリンギィの販売促進支援（情報発信やPR方法の提案）。その際に、成分分析結果として現

れたものをどのように販売促進に用いていくのかが課題。

＜取組内容＞

　・ 大石他（2019）を参考に、エリンギィについてどのように消費者は意識しているのかの調査

の本調査を行った。

　・ エリンギィを意識していない消費者にエリンギィの味や効能を知ってもらうための「エリン

ギィと小松菜の蟹あんかけ」「帆立風エリンギィのバター醤油焼き」「旨からトッポギ風エリ

ンギィ」の３つのレシピについて、具体的な調理工程が見えるレシピ動画を作成。

　・ レシピ動画自身を、一番エリンギィに興味が少ない10 ～ 20代男性向けに副音声を入れた動

画に変更。

表１　第３期ヘルシュの活動　（筆者作成）

　第３期ヘルシュの活動は、第２期と同様にイベントにおいてのシカ肉料理の販売とPRは現実的に

行うことが不可能であった。もともとヘルシュの活動はシカの獣害問題をスタートとしていたものの、

その社会的課題の根幹には農業も存在しており、その農業における困りごとの解決を図ることもヘル

シュの活動の１つとして包括的にとらえる必要があったことからも、引き続き、田中農場と北村きの

こ園のマーケティング活動支援を行っている。

　田中農場は、鳥取県八頭町において稲作を中心に豆類や野菜類などの農産物を有機質肥料で栽培し

ている。また、北村きのこ園は、鳥取県八頭町において日常づかいの生鮮食品の１つであるきのこの
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栽培、販売を行っている。特にエリンギィの栽培・販売に力を入れており、他の大手企業よりも先ん

じてエリンギィの栽培に取り組んだ企業である。

　この２つの企業において共通しているのは、企業の取り扱っている商品が農産物であることと、そ

の生産において「こだわり」を持っているということである。しかしながら、長らく農産物において

はその「こだわり」を表に出し販売に至ることが難しかったとされる。端的に言えば、マーケティン

グの観点があまりなかったⅱことが、第２期ヘルシュの活動の根幹にある課題である。第３期ヘルシュ

においても、引き続きこの点の課題解決のために支援を行っている。

２．田中農場との取組

２．１．味噌を用いたレシピ考案

　サンマートとのコラボレーションとして、10月～ 12月に売り出すための中食レシピの開発を行っ

た。田中農場の味噌を用いて、サンマートの中食部門においてないような商品、もしくは、現在商品

としては存在するが田中農場の味噌を用いることでより売り上げが伸びることが見込まれ、サンマー

トのブランド力を上げることになるような商品をいくつか試作し、提案した。その際には、2021年度

に行ったインタビュー調査の内容も取り入れている。
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写真１　即売会当日、一口大の肉味噌おにぎりを作っている様子（学生撮影）

写真２　即売会の売り場の様子（学生撮影）
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３．事例研究

３．１．研究動機

　１．１でも説明したが、2019年度より行ってきた、社会を変えるマーケティング活動「プロジェクト・

ヘルシュ」を通じて、鳥取県内の農業従事者の抱える課題が明らかとなっている。

　まず、鳥取県内の農業従事者には、自身の生産する農産物について、こだわりをもっていることが

多い反面、それがうまくPRできていないため、売上向上や認知度アップに繋がっていない。そこには、

もともと慣習的に県内外関わらず、農産物を販売する際には、農業従事者自身がマーケティングを意

識することが少なかったことが影響している。このような課題を解決するためにも、農業従事者は、

農産物の高付加価値化を目指し、流通に任せることなく生産者自身がマーケティング活動に従事する

必要があることに気づき始めている。

　一方で、原産地証明（例：中国産の記載）や倫理的消費（例：フェアトレード）に関するマーケティ

ングや消費者行動からの研究は見受けられるが、高付加価値化した農産物のマーケティングに関する

研究は数少ない。その数少ない研究では、「美味しければ売れる」の現状を変えるためにマーケティ

ングを行うことの必要性が説明され、マーケティングの考えの元に農産物を販売している現状を説明

する事例研究や、高付加価値化の一つとして機能性表示を選んだ事例の説明が見受けられる。

　しかし、マーケティングの本来の役割は、ターゲットとした消費者に対して製品差別化を伝えると

いうことである。例えば、機能性表示というものがある。機能性表示を食品に対して付したい場合、

その申請のために、申請者にはコストと時間がかかることが容易に予想される。しかし、そこまでし

て得られた機能性表示そのものが、本当にターゲットに対して製品差別化の要素として伝わっている

のか。結果として、その農産物の売上向上や認知度アップが確認されたのか。それは短期的なもので

はなく、長期的なものであるのか。機能性表示の何が消費者に影響を与えているのか。このような課

題についての研究はまだない。

　現状では、機能性表示生鮮の申請自体は、増加しており、機能性表示生鮮同士の淘汰は避けられな

い。そうなると、あえて機能性表示の獲得を申請しないほうが結果として良いことも考えられる。つ

まり、単なる機能性表示だけで高付加価値化を目指すのではなく、また、ただ農産物のマーケティン

グを行えばいいということでもないということが推察される。

　この事例研究では、農産物のマーケティングについて３つの事例を取り上げ、インタビュー調査に

赴き、どのように農産物のマーケティングを進めていくことが、マーケティング視点および農業を持

続的に行うという社会的大義を訴求できているかどうかの視点から、利益がもたらされるために必要

な要素や行動について、考察を試みたものである。

３．２．インタビュー事例と研究妥当性

　現在全国にある強いブランド力のある生鮮食品や機能性表示生鮮食品について現地に赴きヒアリン

グを行った。事例は、淡路島たまねぎ、白バラ牛乳、高知なすの３つである。ここでは、なぜ、この

３つの事例を取り上げたかという研究妥当性について説明する。

　まず、淡路島たまねぎは、地域団体商標であり、2011年に獲得されている。淡路島で育てられた玉
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ねぎは、生産量日本一の北海道に負けず劣らない強いブランド力を近年得、地域団体商標を得たとい

うことから、今回事例として取り上げている。インタビュー先としては、南あわじ市において玉ねぎ

の卸売業を営んでおられる淡路中央冷蔵株式会社を選んでいる。

　次に、白バラ牛乳は、大山乳業農業協同組合（以下、大山乳業）を代表する商品ブランドであり、

鳥取県内だけでなく近年では首都圏でも知名度を上げており、強いブランド力を得てきたため、取り

上げている。インタビュー先としては、大山乳業を選んでいる。

　そして、高知なすは、令和２年９月11日付けで機能性表示を獲得したⅲ、機能性表示生鮮食品の一

つである。また、高知なすは、農研機構生研支援センター革新的技術開発・緊急展開事業（うち経営

体強化プロジェクト）「新規機能性成分によるナス高付加価値化のための機能性表示食品開発」の研

究成果であるⅳ。つまり、比較的機能性表示を獲得してまだ日が浅く、機能性表示がどのようにマー

ケティングの中で機能を果たしているかを見ることができるだけでなく、大学等の研究施設とのプロ

ジェクトがどのように機能するのかについても見ることができる事例であるため、取り上げている。

インタビュー先としては、高知県農業協同組合（以下、JA高知県）を選んでいる。

３．３．事例の概要

３．３．１．淡路島たまねぎ

　淡路島の玉ねぎは、「甘さ」「柔らかさ」において他の産地と一線をかくすとされているⅴ。もとも

と淡路島は、玉ねぎの栽培に恵まれている土地であることだけでなく、栽培方法そのものも美味しさ

を底上げしているⅵ。また、生産面だけでなく、流通の面においても、棚持がする玉ねぎを安定出荷

するための、保管技法や熟成技法といったものが他の産地よりも優れているとされているⅶ。2010年

には11月には地域団体商標「淡路島たまねぎ」を獲得し、生産者だけでなく、官民を挙げての取り組

みとして、農業技術センター、農協、商業者、行政が一丸となって、魅力のアピールと安定供給に取

り組んでいるⅷ。

３．３．２．白バラ牛乳

　大山乳業を象徴するブランドが「白バラ」である。鳥取県内の小中学校の学校給食で提供される牛

乳は全てこの「白バラ」ブランドが付された牛乳、すなわち「白バラ牛乳」である。この白バラ牛乳

を製造する大山乳業の特徴として、生乳の生産から処理、販売まで一貫で行っていることと、生乳の

品質の高さが挙げられる。生乳の生産から販売までの一貫体制は乳業メーカーでは稀であるⅸ。次に

品質の高さだが、大山乳業は、牛群検定実施率21年連続全国第１位ⅹという、全国でもトップクラス

の良質乳といえる成績を長年維持している。現在、新たなる販路とブランド認知拡大を目指している。

３．３．３．高知なす

　高知なすは、JA高知県が出荷しているナスであり、令和２年９月11日付けで機能性表示を獲得した。

高知なすには、ナス由来のコリンエステルと呼ばれる成分が入っており、血圧が高めの消費者の拡張

期血圧を改善する機能があるⅺと報告されている。この高知なすを１日２本食べると、血圧改善に効
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果のあるコリンエステル量を摂取することが可能となる。この高知なすは、信州大学中村浩蔵准教授

の「体に良い影響をもたらす食品」を調べていたことがきっかけとなって生まれている。2017年に信

州大学を研究代表機関とする農研機構生研支援センターの「ナス高機能化プロジェクト」が発足し、

高知県農業技術センター、県内のナス生産者が参加し、JA高知県、高知県安芸農業振興センターも

協力機関となってⅻいる。高知なすの機能性表示は、現在でも十分に高い評価を受けている「高知なす」

の品質をさらに高め、日本一のトップブランドの地位をゆるぎないものにする戦略であり、JA高知

県の高効率な生産、出荷、販売体制がそれを可能としている。

３．４．得られた知見

　これら３つの事例だけでは、農産物のマーケティングにおいて利益がもたらされるために必要な要

素や行動を抽出し、そこから、一般理論化するということに不足があるのは明らかである。そのため、

本研究においては、数値・機能性表示がマーケティングにおいてどのような機能を果たすかについて

の一応の結論といった、とても限定的な知見を得るのみであったと考えている。これからの課題とし

て４において、この知見をより深めるための策を述べていく。

３．４．１．今あるものを「魅せる」手段

　３つの事例では、どれも数値は今あるものを「魅せる」手段に過ぎないことが挙げられる。

　例えば、淡路島たまねぎの良さは、３．３．１にあるように、他の産地と比べ、玉ねぎの保管・熟成

技法に優れているため、安定供給でも示される。それを示すのは、数値ではなく、安定的に供給がで

きるという小売業者等への信頼からの取引状況であり、また、玉ねぎの統一された美しい美味しそう

な見た目である。その見た目を作るためには、生産・流通・販売それぞれの努力が欠かせない。確か

に、大切に適切に保管された玉ねぎの糖度の測定などは行なっており、食味について数値化し、公表

はしているxiiiが、それは今あるものを「魅せる」手段としての役割のみであると考えられる。

　白バラ牛乳についても同様である。数値化する以前から、管理が行き届いた美味しい牛乳であると

いうProductが存在していた。それをより消費者に対してわかりやすく伝えるために、牛群検定実施

率21年連続全国第１位という数値が効果的であると捉えることができる。

　数値は、今あるものを「魅せる」手段、すなわちマーケティングの４ＰでいうところのPromotion

に当てはまると言える。ただただ、消費者にとってポジティブに捉えられる数値があったとしても、

それ自体に価値があるのではない。用い方によっては消費者には届かない。農産物のマーケティング

においても、Productが最も重要であるということを再度確信することに至った。

３．４．２．今あるものに付加価値をつける機能性表示

　３．４．１で説明したことを達成している中であれば、付加価値をつけるために機能性表示を用いる

ことは非常に効果的であると考えられる。それが高知なすの事例である。

　JA高知県をはじめとした、高知県のこれまでの促成栽培の技術の高さなどから、３．４．１で説明

したように最もマーケティングにおいて重要なProductについては、問題がない品質と供給量である
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と考えられる。そのような中、売り出される高知なすであれば、美味しく安全で、供給量も安定して

いるだけではなく、健康にも良いという付加価値を得ることが可能となるとも考えられる。逆に、仮

にProductが良くない場合、それを補償できるような力は、機能性表示にはないとも捉えられるかも

しれないxiv。

４．課題と展望

　まず、農業従事者のマーケティング活動支援については、今後も行なっていきたいと考えているが、

一方で、この活動は、生産者の支援だけでなく小売業や卸売業者のヒアリングが重要であると考えら

れる。特に、３．３．１では卸売業者といった商業者の役割が淡路島たまねぎのブランドと安定供給に

おいて重要であると説明した。その点を明らかにするためにも、今後はサンマートをはじめとした、

県内小売業や卸売業者が地産地消について何を考え、どのようなことに取り組んでいるのかのデータ

を集めていきたい。そして、機会あらば、何か同じ課題に関する共同研究などにつなげていきたい。

　事例研究については、とても部分的な結論しか出せていない。今後は、発展のためにこの３つの事

例を追いかけるだけでなく、他にも多くの事例を集める必要がある。特に、今回は３つの事例がどれ

も比較的供給量が大きい事業者であった。そのために、ある一定量以上の流通を賄う必要が生まれて

いる中での機能性表示や数値の働きを考察していることになる。しかし、事例として従業員が10名程

度といった小規模零細事業者であれば、結論は変わる可能性が高い。今後は、事業規模で切り分けて、

数値や機能性表示のマーケティングにおける役割を観察していく必要があると考えている。

　そして、「鳥取」のブランドづくりの第一歩として、機能性表示や数値化をするというPromotion

部分に先に手をつけるのではなく、先に現状を「見直す」必要があると考えられる。現在の鳥取県内

の農産物を売っている状況（どこで売っているか、どのような売り場なのかなど）の確認、鳥取県は

どのような県だと捉えられているかの消費者の認知のリサーチ、どのように鳥取県を売っていきたい

のかを一つに定めるといった、経営学的な視点が必要である。生産者に寄った「農産物ありき」では

なく、消費者のニーズや商業者のアドバイスをベースとした計画を立て、その後に、どのような数値

や機能性表示が効果的になるのかを考えていく方が良いと考えられる。そのために、公立鳥取環境大

学の両学部が存在しているとPRしていくことも必要であると考えられる。

謝　辞

　本年度のこの研究も、ゼミナールの学生18名の頑張りがなければ出来上がらなかった研究です。私

自身が至らないところがたくさんあったことも承知しています。本当にありがとうございました。前

年度よりも、学内外で活発に活動できるようになった反面、できないことを痛感せざるを得ない１年

だったと思います。できたことについては自分をしっかり褒めて、できなかったことについては「ま

だまだ伸び代があるな！自分！」と捉えて、これからの未来を歩んでいってもらえれば嬉しいです。

　有限会社田中農場様、株式会社サンマート様におかれましては、学生たちの活動や調査に対してご

協力いただきましたこと、感謝の意を申し上げます。学生とともに、モノを売る楽しさ、難しさを直

に体感することができたと思います。そして、これからもご指導ご鞭撻のほど、何卒よろしくお願い
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申し上げます。

　また、インタビュー調査にご協力いただいた淡路中央冷蔵株式会社様、大山乳業農業協同組合様、

高知県農業協同組合様、お忙しい中ご対応いただきありがとうございました。この報告書では書き切

れていない部分を新たに論文にし、学術・実践どちらについても貢献度の高いものとして世の中に送

り出すことができるよう一層精進いたします。

　最後に、産官学連携コーディネーター川上浩一様をはじめとした、研究交流推進課、地域イノベー

ション研究センターの職員の皆様、その他の職員の皆様、学生共々毎年毎年、本当にお世話になりま

した。度々の試食や試食の感想の聞き取り調査に付き合っていただき貴重なご意見を賜るなど、あり

がとうございました。

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

ⅰ　 いわゆるソーシャル・マーケティングの詳細については、竹内（2020a）、竹内（2020b）にて詳
しく説明しているため、例年と同様に、ここでは簡略化している。

ⅱ　この点については、竹内（2021）において詳しく説明している。

ⅲ　 JA高知県公式HP「高知なすで健康生活」https://ja-kochi.or.jp/kochi-nasu/（2023年４月27日ア

クセス）。

ⅳ　 JA高知県公式HP「高知なすで健康生活」https://ja-kochi.or.jp/kochi-nasu/（2023年４月27日ア

クセス）。

ⅴ　南あわじ市産業建設部農林振興課「淡路島玉ねぎ読本」、2021年。

ⅵ　南あわじ市産業建設部農林振興課「淡路島玉ねぎ読本」、2021年。

ⅶ　インタビューデータより。

ⅷ　インタビューデータより。

ⅸ　インタビューデータより。

ⅹ　 大山乳業農業協同組合HP「商品のこと」https://dainyu.or.jp/know-more/about-the-products/

（2023年４月27日アクセス）。

ⅺ　 JA高知県「高知なす「機能性表示食品に」」、高知新聞2021年６月27日（日）掲載」

　　https://ja-kochi.or.jp/action/midori/chiikikasseika/16364/（2023年４月27日アクセス）。

ⅻ　 JA高知県「高知なす「機能性表示食品に」」、高知新聞2021年６月27日（日）掲載」

　　https://ja-kochi.or.jp/action/midori/chiikikasseika/16364/（2023年４月27日アクセス）。

xiii インタビューデータより。

xiv　 高知なすは、現在機能性表示を獲得してから日も浅いだけでなく、ちょうど獲得した日時が新型

コロナウィルス感染症対策で、景気や人の出入りなどが冷え込んでいる真っ只中であった。その

ため、まだ高知なすの認知や流通量がどのように増減するかといったところには、アプローチす

ることが難しい。今後も継続的に観察を続ける必要がある。



31

参考文献

[1]　 竹内由佳「環大経営学部がやるしかない！！－鳥取における鳥取のための産官学連携シカ肉による

PBL教育－」、『地域イノベーション研究センター事業報告書』、Vol.7、2020年a、pp.14-22。

[2]　竹内由佳『社会を変えるマーケティング』、千倉書房、2020年b。

[3]　 竹内由佳「広がれ！！プロジェクト・ヘルシュ！！―食のみやこ鳥取づくり連携支援計画に基づく地

域事業者支援の基盤構築―」、『地域イノベーション研究センター事業報告書』、Vol.8、2021年、

pp.12-21。


